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r三田学会雑誌」83卷3号 〔1990年10月）

関満博•加藤秀雄

『現代日本の中小機械工業

—— ナショナル.テクノポリスの形成』

(新評論，1990年1月，408ページ）

[1 ]

本* は共著者により，『現代日本の中小機械 

工業』と鈴打たれているが，その内容は東京の 

城南地城，大田区の機械金属工業中小企業群の 

分析である。特定一地域それも東京都の23区の 

一つの区に立地する機械金属工業中小企業群の 

分析を通して，『現代日本の中小機械工業』に 

ついて語ることができるのは，大田区機械工業 

中小企業群の日本の機械工業に占める独自の位 

置による。現代の巨大都市東京に日本工業の中 

軸である機械工業を支える主要な柱の一つが， 

中小企業の工場群として存在しているのである。

東京は23区内だけで8 万を超す工場（1985年） 

を持ち，工業都市という性格を依然として維持 

している。東京には乗用車やカラーテレビの量 

産工場は存在しない。しかし都市型工業の典 

型とも言うべき工業が存在する。それは，巨大 

都市東京故に存在している工場群であり，ある 

いは巨大都市東京でも存在できる工場群である。 

東京故に発生する巨大な需要に対し，近接立地 

し供給することが不可欠な産業，例えば印刷業 

関連の中には前者のような分野が多く存在する。 

同時に，日本の近代工業の多くが東京で形成さ 

れ発展してきた伝統に基づく既存の巨大な工業 

ま積が，東京の巨大都市化の中で大きく変態し 

都市型工業化したものが存在する。この後者の 

巨大都市東京でも存在できる工場群の典型が，

東京大田区を中心とする城甫地域の機械金属エ 

業中小企業群• 工業集積である。この工業集積
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を分析し，実態調査に基づき，独自の後能の存 

在を解明し巨大都市東京に機械金属工業の活 

力ある企業•工業が多数存在できることを示し 

たのが，本言である。

本言の著者らは，長年にわたり東京の各地域 

の産業を調査し，その中でも最も活力ある存在 

として城南地域機械工業に注目してきている。 

大田区の機械金属工業についても，本言の中核 

となった1985年実施の大田区委託調查のみでな 

く，多様な形で調査を重ね，その成果を本書の 

形でまとめた。これら調査の方法上の特徴は， 

既存統計の分析，当該調査用に設計された大規 

模アンケートの整理• 分析，訪問聴取調査によ 

る数多くの個別企業事例の把握. 分析，この3 

つ形態の調查•分析を常に行なっていることに 

ある。豊富な実態調査により得られた結果を積 

み重ね，大田区立地の工場群のもつ独自機能を 

明らかにし，存立根拠を示したのが本* であろ。 

以下，本書の具体的な内容を紹介する。

〔2〕

著者らは大田区の機械金属工業の集積を「世 

界的にも稀な一（中略）一高度工業集積を形成 

し丄r日本産業の先端技術化を支える最も基礎 

的な機能を担っている」存在と把握し，それを 

r大田区の中小零細工場の膨大な集-積が最も基 

本的なところで支えている」と考える。それゆ 

え，「工業集積の全体構造をその有機的な機能 

の総合性から注目」し「* 積としての展開力を 

明らかに」するというr地域工業分析」視角と， 

r地域構造変化の中の工業* 積のあり方」（pp. 

2-3)という視角との2 つの視角を設定している。 

以上の視角に基づき，本*の享だては次の様に 

なっている。

第 1享大田区工業の歩みと現状—— ナショ 

ナル•テクノポリスの形成--
第 2享 M E 化と大田区中小工業の階層分解

第 3章大田区工業の基本構造

第 4享大田区工業の地域展開
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第5 ぎ大田区工業の土地利用構造 

第6享大田区工業の立地上の諸問題 

第7享高度工業集積への課題 

第 1享で，まず大H 区が加工•組立型機械工 

業中心の工場集積地として昭和初期以降発展し 

現在9千弱の工場をもち，その8 割近くが機械 

金属工業という巨大工業集積をもっていること 

が示される。近年の大田区工業の特色として， 

職人的熟練を伴う機械金属系への傾斜，大工場 

の転出や研究開発等への機能変化，顕著な規模 

零細化，これらを自立化の契機とする高度加工 

や製品開発を軸とする分散型への集積構造の変 

化が指摘される。

第2 享では，大田区立地の機械工業中小企業 

層が，環境条件，技術条件，市場条件等の変化 

の中で，階層分解している実態が事例を軸に類 

型的に示される。基本的な環境条件の変化とし 

て，石油危機以降の低成長化ゆえの特定受注先 

のみ依存の困難化，土地価格•人件費高騰ゆえ 

の高付加価値化の不可欠性，全国レペルでのエ 

場再配置:ゆえに大全業の京浜地区の工場が研究 

開発• 試作工場化し受注変動激化•高難度加工 

化 •納期管理の一層の厳格化が生じたことが指 

摘される。技術条件の変化として，M E 化の進 

展がM E 関連機器を開発する製品開発型企業の 

族生を可能にし，M E 機器が経営姿勢を示すも 

のとして零細企業にそして熟練の補完として10 

人規模以上の企業に普及したことが指摘される。

このような条件変化の中，変化に対応した企 

業群と新たな発展契機を見出せない企業群との 

間で階層分解が生じたとする。階層分解から見 

た第1 タイプは，製品開堯型企業タイプで，中 

小規模の下請業者から族生しM E 化した独自製 

品を生み出し，大田区機械金属工業の主導者と 

なっている。第2 のタイプは，特殊.な加工機能 

を持ち，特定受注先に制約されず幅広く受注し 

ME機器を熟練の補完として利用している専門 

加工業者である。第3 のタイプは，変化に対応 

できず縮小しつつある中小規模の加工業者であ 

る。第4 のタイプは従業者数人の零細加工業者
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であり，量的には大多数を占める。このタイプ 

内でも分解が進み，高度熟練と特殊化により存 

立基盤を確保している層と，旧来のまま停滞し 

ている層とが存在する。この特殊化とは，高度 

熟練 • 高精度•納期厳守のうえに特殊加工機能 

を保有したり特殊設備を保有し独自機能を発揮 

することである。この対応ができない層が，単 

純加工機能に特化し家族労働•長時間労働に依 

存し，停滞し生き延びているとされる。

さらに，大田区の機械金属中小企業をリ一ド 

する製品開発型企業は，情報や相互刺激の存在， 

機械金属加工上のあらゆる専門的機能の集積ゆ 

えに，城南地域から離れては十分に発展しえな 

いとされる。また，この層とM E 装備の専門加 

工業者の活娶な族生が，大田区を先鋭化された 

工業集積地として発展させえていると縮め括る。

第3 章では，1979年の大田区アンケート調査 

を利用し構造分析を行なう。大田区工業集積の 

あり方を，膨大な数の加工業者を基礎としてあ 

らゆる機械金属加工の狭い範囲での保持，濃密 

な有機的関係と専門化•高度技術化による地域 

として高い生産力. 技術力，特定親工場に制約 

されない独自な発展方向，日本機械工業の1つ 

の開発拠点化の4 点にまとめる。このことは， 

特定の量産品の繰り返し生産を軸とするような 

下請系列的構造の不存在，域内に圧倒的な影響 

力を持つ大企業の不存在，特殊•試作品中心の 

小口ットかつ断続的な大企業発注と研究開発型 

中小企業の顕著な族生ゆえの多元的生産組織構 

造化，全国から高難度• 特殊な仕*を幅広く受 

け入れる機械金属加工のナシヨナル.センター 

化へとつながっていろ。それゆえ，このような 

形態の工業集積の分析には，最終生産物に基づ 

<標準産業分類ではなく加工機能面からの類型 

が必要であることを強調してL、る。

この視点から，機械金属工業を，製品開榮型， 

重装備蟹，機械加工型，周辺的機能の4 類型に 

分け，さらに17計の類型に再分類している。こ 

の分類に基づき，製品メーカーが大田区の機械 

金属企業の1割余を占め，大田区機械金属工業
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が切削加工上で圧倒的な広がりを持つこと等が 

明らかにされる。これらをふまえ，企業類型の 

広がりと奥行の深さ，他にない多様性と圧倒的 

な集積が大田区機械金属工業の基本的な特徴で 

あるとされる。

さらに，大田区工業の立地環境の整備の必要 

性から，大田区を田園調布を含むr山の手部」 

から「埋立部」までの5 つのプロックに分けた 

地域別の分析が行なわれる。

大田区機械金属工業の受発注関係が地域的広 

がりを中心に明らかにされるのが第4章であろ。 

受注先について地域的広がりと受注先軒数や最 

大依存度等が企業類型別や従業者規模別に検討 

され，大田区内部の密接な結合関係と，大田区 

機械金属工業が東日本の機械金属工業の要であ 

ることが指摘される。外注先についても，零細 

規模層の城南依存から50人規模以上層の関東以 

遠への依存まで，規模による外注先依存の同心 

円的拡大が明らかにされる。また，企業類型別 

分析により，外注先を地域的に分散化していろ 

中規模層でも小口ット• 高難度•高品質な加工 

については城南地域に依存し，狭い範囲での濃 

密な関係が形成され，量産的なものについては 

広域的な外注が進行していることが示される。

次に，中小企業自体の工場立地の地域的展開 

を取り上げ，量産の組立工場を他地域に配する 

等の企業内地域間分業体制をとる企業群の形成 

を明らかにしている。

第 5言では，大田区の土地利用構造が検討さ 

れ，大田区工業の土地利用側面からの問題性が 

解明される。さらに，埋立地への公害発生型エ 

場の移転*団化事業と域内再配置目的の工場ア 

バート享業に焦点を当て，大田区内の高度工業 

集積の維持の政策的課題が検討される。昭和40 

年代には，工場跡地の宅地化等による地域工業 

集積の脆弱化，中小零細工場と新住民との調整 

の困難化が生じた。しかし，昭和50年代半ぱ以 

降，城南機械工業*積を評価し住エ混在の中で 

活力を持ちうるという認識が生じ，域内工業再 

配置の発想に転換し，工場アバート等の政策も
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立案実施され，成果を上げていろと紹介されろ。

第6 言では，大田区工業の抱える問題が，企 

業類型別分析を軸に，アンケート結果により検 

討される。最大問題である工場の狭さが域内で 

の用地取得難により解決し難いこと，零細加工 

業者の主要な操業の場である貸工場の狭隨性や 

老朽化が問題であること，主要な工場形態であ 

る住エ併設が小零細企業にとり受発注への迅速 

対応や長時間労働の支えであること，大田区内 

移転を希望する企業が小零細層ほど多いこと， 

多様な工場アパートの建設の必要性，工場跡地 

の工業的土地利用の行政体主導の必要性等が明 

らかにされる。

第 7享では以上をふまえ，まず大田区機械金 

属工業の性格• 特徴を，大企業の研究開発セン 

ター化と製品開発型中小企業の広範な存在と兩 

者による大田区工業の先導，開発型企業を支え 

る機械金属工業の高度* 積，中小零細工場の專 

門加工業者としての存在，中小零細加工業者の 

柔軟な利用可能性の製品開榮企業にとっての重 

要性，零細工場にとっての住エ混在の有効性， 

埋立部に集められた公言発生型中小全業の有効 

性，港•品川からの電気系中小企業の大田区移 

転による參積幅の拡大，の7点にまとめる。

このような特徴を持った大田区工業は，「製 

品開発里企業を含め，機械金属工業のあらゆる 

要素を内に含むものとなり，さらに，特定大企 

業の支配に置かれることもなく，それぞれが特 

定領域で専門化しながらフレキシプルなネット 

ワーク構造を築き上げ，大田区にとどまること 

なく言都圏，全国といった拡がりの中で，先鋭 

的な一大加工センターとしての役割を担うこ 

と」（P.S75)になるとされる。すなわち，自立 

的 • 自己増殖的な集積構造を持つ，言都圏産業 

ネットワークの中の中核的存在なのである。

この大田区の機械金属工業の一層の高度化の 

課題は，熟練の補完としてのM E 機器の系統的 

な取り入れ，熟練の蓄積と多様性の高度化，地 

域工業のリ一ド役としての製品開発型企業のま 

生を促進するための条件作り，住エ調和を目指 
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した立地環境整備，の4 点であるとされる。最 

後に，政策的対応として産業政策的視点の重要 

性や工場跡地の工業的利用へ向けての行政の対 

応のための制度的仕組の必要性等が指摘され， 

本書は蹄め括られている。

C3 ]

以上400ページに渡る著作を簡単に招介した。 

この著作によって解明されたことは多いが，そ 

の中でも評者が注目すべきと考える点を以下列 

挙する。

第 1 の注目点は，他に類を見ない大田区の機 

械金属工業の巨大な工業*積について，アンケ 

一トと豊富な事例調査を通して，それを構成す 

る中小企業群に関し類型的に整理し量的に把握 

していることである。中でも重視すべき事実は 

製品開発型企業を多く含む製品メー カーが全体 

の 1割強存在していることであろ。しかも開発 

型企業群は多くの小零細企業を含み，製品開発 

型小零細企業のなかに隙間市場において寡占的 

地位を占めているものも存在する。これらの企 

業の輩出があってこそ，大企業の他地域への転 

出や性格変化のもとで，巨大都市東京にある機 

械金属工業が活力あるものでありえたことが理 

解される。

第2 点は，大田区機械金属工業の専門加工中 

小企業にとり，M E 機器の導入. M E 化は，熟 

練労働の代替ではなく，熟練労働の補完である 

という点である。機械工業の⑩定加工分野に專 

門化した企業にとり，変化の激しい多様な内容 

の加工を要求される非量産型製品関連の企業に 

とり，M E 機器は旧来熟練に代替できず熟練労 

働力不足の際の補完機能を持つに過ぎないとい 

う把握は，M E 化の意味が受容する企業の側の 

あり方により異なることを示すものである。M  

E 化とは何かを考える上で示唆に富む点といえ 

る。

大田区機械金属工業中小企業が，域内で濃密 

な受発注関係を持つと同時に，関東圏を越える

広い範囲での受発注関係をもつことが，量的に 

明確化されたことが第3 点である。この点が企 

業類型別•従業者規模別にも明らかにされたこ 

とは，大田区の機械金属工業の存立基盤が，エ 

業集積をもとにしそれを広域的な受注活動につ 

なげていることにあることを示し，その媒介環 

が何であるかを類型的に明らかにしたことを意 

味している。

そして何よりも注目すべき点は，本書の全体 

を通して，巨大都市東京に存立する工業企業群 

である大田区機械金属工業« 積が，巨大都市東 

京から生じる需要ゆえではなく，集積として自 

立した存在であり，関東圏さらにはそれを越え 

た需要を確保し，活力ある存在として日本の機 

械工業を支える大きな柱の1つとなっている点 

を明らかにしたことである。工業を抜きにした 

東京を語ることの誤り力'、，本書によって明確に 

示されたといえる。

さらに，方法的にも，従来の機械工業中小企 

業論と対比し，注目すべき点がある。それは特 

定地域に集積する多様な製品に関連する多数の 

機械金属工業関連中小企業の存在を，全体とし 

て産業論的視点からしかも中小企業の側から見 

たという点である。機械工業中小企業を扱う従 

来の視点の多くは，大企業を軸としそれと下請 

関係を取り結ぶ存在として中小企業を位置付け 

把握している。この視点では，製品開発型中小 

企業の存在や専門加工型中小企業との相互関連 

等は明らかにされない。特定製品を生産する大 

企業側から下請中小企業を見るため，大田区の 

専門加工型中小企業のように特定加工分野に専 

門化し多様な製品分野と結び付く中小企業層の 

存在を把握しえない。この点を，本書は特定地 

城の機械金属工業中小企業を一体として中小企 

業の側から見ることにより，把握可能とした。 

このような視点からのアプローチゆえに，大企 

業が転出し量産型工場が研究開発試作型工場に 

変質した大田区で，何故機械工業が活力を維持 

しているか明らかにしえたのである。
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本書は多くの点で高く評価できるが，いくつ 

かの疑問も感じられる。最大の疑問点は，本書 

の大田区機械金属工業の全体的な構造把握の仕 

方が妥当かという点である。地域中小企業を専 

門化した加工から類型的に把握し，それぞれの 

機能を明らかにすることにおいて，評者も同様 

な方法的な立場にあるが，類型化した各層をど 

のように全体的に関連付け把握するかという点 

で疑問を感じる。著者らは類型別に個別企業の 

発展の可能性を検討しているが，それが地域と 

しての発展の可能性の議論と问一次兀で語られ 

ているように思われる。著者らは階層分解を検 

討し，製品開発型企業や専門加工型企業が個別 

企業として発展し大田区工業の発展を主導して 

いるとする。このかぎりでは問題はない。問題 

は階層分解で取り残されている層をどのように 

把握するかである。これらの企業は苦境に陥っ 

ているが，単純に消えていく存在ではない。評 

者は停滞的な層が活力ある集積の維持のために 

一定の機能を果たしていると考える。停滞的な 

階層分解で取り残されている層が大田区の工業 

集積の中で果たす機能を明らかにする必要があ 

る。

第 2 の点は，大田区工業の多様性を類型的に 

分析したうえで，多様な域.内•域外からの需要 

を 「地域全体で受け止める」という際の受け止 

め方に関する点である。確かに，受け止める側 

の状況は類型別に整理され，誰が何を直接受け

〔4〕

止めることができるかは明らかにされている。 

しかし，工業集積全体として独自の需要を受け 

止める際の類型間の相互関連については明らか 

にされているとは言い難い。残された課題とい 

えよう。

第3 の点は，対象地域の設定と議論の展開と 

の関連である。本書が行政地域である大田区を 

分析対象とし議論しているのは，調査資料等の 

制約により仕方ないことといえる。問題は大田 

区をどのように工業集積単位と関連付けるかと 

いう点である。本* の展開の中で，r城南地域」 

という表現も多数でてくる。しかし，資料的制 

約から城南地域工業集積の中心である大田区内 

機械金属工業を専ら取り上げたのか，大田区内 

工業を1つの集積単位と考え取り上げたのか， 

明らかではない。地域産業論として，大田'区と 

いう行政単位としての広がりと工業集積の地域 

的広がりとの関係を明示する必要があろう。

また，大田区ないし城南地域の特徴が指摘さ 

れる際に，r城南以外期待できない」（P.99) と 

いった断定的な表現力;他地域との比較がないま 

ま使用され，「奥行の深さj r 底力」といった表 

現が内容を明らかにしないままに結論的に使わ 

れている。このような表現については，具体的 

根拠• 内容を示す必要があると思われる。

なお，図7 — 1 が表題と全く異なる地図とな 

つているので正される必要があることを最後 

に指摘しておきたい。

渡 辺 幸 男

(経済学部教授）
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